
1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（繰入金）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

啓発用パンフレットについて、事業主向け9,000部、労

働者向け18,000部を作成、配布した。

323 323 323

― 28,826

0 0 0

合計 409 384

320 347 達成

「社員の子育て応援宣言！」登録企業数（累計）が平成２５年度に３２０件

Ｈ25

H26

目標

H24末

（実績）

目標 成果

達成状況

360

35 35

事業番号 07 06 07

事業改善シート （25年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名

仕事と家庭両立支援推進事業

仕事と家庭両立支援推進事業仕事と家庭両立支援推進事業

仕事と家庭両立支援推進事業

担

当

課

部局 産業労働部

県が関与

する理由

目指す姿

現状

県関与の必要性あり

県民との協働による実施： 検討中

【左記の説明、根拠法令等】

県が先頭に立って事業を実施することで、民間における取組みが促進されることが期待される。

課・室 労働雇用課

総合５か年

計画

プロジェクト  5-1-1、5-1-3　雇用・社会参加促進・7-2-1 活動人口増加　 E-mail

rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

１－６　職業能力の開発と安心できる雇用・就業環境づくり

仕事と家庭を両立しながら働き続けることができる職場環境づくりを推進する。

○働く女性の約６割が出産を機に退職している。（女性の就業率は３０～４４歳において前後の年代よりも低くなるＭ字カーブとなっている。）

○平成２４年３月に内閣府が実施した意識調査によると、｢ワークライフバランスという言葉も内容も知らない」とした人が４４．７％に達してい

る。

○同調査において、「仕事と生活の調和が実現された社会」のためには、約８割の人が「社長や取締役がリーダーシップを発揮してワークラ

イフバランスに取組むこと」や、「管理職の意識改革を行うこと」が重要と答えている。

２雇用の促進　３働きやすい職場づくりの推進 実施期間 Ｈ１９ ～

社員の子育て応援企業の表彰 直接

事業内容

（単位：千円）　

項目

実施方法

H25事業実績

H25

H26

（当初） （決算） （当初）

ワークライフバランス推進セミナー

直接

H25年11月松本市において企業での女性の活躍を

テーマにﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝを開催（参加者３２０人）

51 26 0

多様な働き方の普及・啓発

企業への働きかけの推進

委託 ―

従業員の子育てを支援する職場環境づくりに積極的に

取組む２企業を表彰した。

35

啓発用パンフレットの作成・配布
直接

440 409 29,184

合計（A) 508

社員の子育て応援企業の登録 直接 登録企業がＨ２５年度末に累計３４７社となった。

29,184

262

25年度

25年度25年度

25年度 26年度

当初予算 508

補正予算

Aの

財源

440 409

概　算

人件費

0.70 0.70 0.70 1.45

5,781

484 335 384

11,974

社員の子育て応援宣言

登録企業数（累計）（社）

508 440 409 358

□ 事業を実施しない ■ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

働きやすい職場環境づくりを更に促進するため、多様な働き方の普及・啓発と企業への働きかけの推進、県幹部の企業訪問事業を統合

し、「仕事と家庭両立支援促進事業」として積極的に取組んでいく。

目標に対

する成果の

状況

「働く女性応援アドバイザー」や「子育て等応援制度導入推進員」がワークライフバランスの啓発等のため、１９１５社の企業を訪問して働きか

けを行った結果、「社員の子育て応援宣言」の登録企業の目標を達成した。

 概算事業費（B（A）+C）

6,265 6,116 6,165 41,158

5,781 5,781

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

28,826

予

算

額

前年度繰越

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度

29,184

成果目標の達成状況

項目


